
  議第16号

       令和 ６ 年度宮津市下水道事業会計予算

  （総則）

第 １ 条  令和 ６ 年度下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

  （業務の予定量）

第 ２ 条  業務の予定量は、次のとおりとする。

  （ １ ） 排水戸数 ４，８００戸

  （ ２ ） 年間有収水量 １，３０９，０００ 

  （ ３ ） １日平均有収水量  ３，０００ 
 

  （収益的収入及び支出）

第 ３ 条  収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、供用開始後の施設のうち未利用部分に係る企業債利息の財源にあてるため、企業債４１，５００千円

   を借り入れる。

 

   第 １ 款    下水道事業収益  ９６２，１９８千円

      第 １ 項  営業収益  ３４７，００１千円

      第 ２ 項  営業外収益  ６１５，１９５千円

      第 ３ 項  特別利益  ２千円

 

   第 １ 款    下水道事業費用  ９０３，０６７千円

      第 １ 項  営業費用  ８１２，３２４千円

      第 ２ 項  営業外費用  ８４，７４１千円

      第 ３ 項  特別損失  ２千円

      第 ４ 項  予備費  ６，０００千円

  （資本的収入及び支出）

第 ４ 条  資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３５１，１３１千円は、消費税及び地方消費税資本的

   収支調整額７，１２２千円及び損益勘定留保資金３４４，００９千円で補填するものとする。）

 

   第 １ 款    資本的収入  ３９５，５５２千円

      第 １ 項  企業債  ２４６，３００千円

      第 ２ 項  負担金  ６，８７１千円

      第 ３ 項  補助金 １４２，３８１千円

 

収              入

支              出

収              入
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  第 １ 款    資本的支出  ７４６，６８３千円

      第 １ 項  建設改良費  ８６，５４６千円

      第 ２ 項  企業債償還金  ６５４，３１７千円

      第 ３ 項  他会計借入金償還金  ４，８２０千円

      第 ４ 項  予備費  １，０００千円

  （企業債）

第 ５ 条  起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 （単位:千円）
起債の目的

　公共下水道
　事業

　流域下水道
　事業

計

  （一時借入金）

第 ６ 条   一時借入金の限度額は、１５０，０００千円と定める。

  （議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 ７ 条   次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、

    議会の議決を経なければならない。

  （ １ ）    職員給与費 ３３，７４６千円

  （他会計からの補助金）

第 ８ 条   企業債利息等にあてるため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、５５８，４９８千円である。

  （たな卸資産購入限度額）

第 ９ 条  たな卸資産の購入限度額は、１，０００千円と定める。

        令和６年２月21日提出

宮 津 市 長    城　　﨑　　雅　　文

２８７，８００    

６９，５００    同　　　上 同　　　上 同　　　上
（ただし書同上）

要な金額をこ れに 加算 した 上とする。 低利に借換えすることができる。
額

を下まわるときは、その発行 場合においては、発行価格は額 資金について、利率の見直しを行った後 ただし、市財政の都合により 据置 期間 及び
価 格 差 減 額 を う め るた め必 面金額100円 につ き98 円50 銭以 においては、当該見直し後の利率 償 還 期 限 を 短 縮 し 、 若 し く は 繰 上 償 還 又 は

   銀行その他の場合には、その債権者と協定す
ただし、発行価格が額面 ただし、証券発行の方法による ただし、利率見直し方式で借り入れる るものとする。

限     度     額 起 債 の 方 法 利        率 償 還 の 方 法

２１８，３００    証書借入又は証券発行 3.0％以内 政府資金については、その融資条件により、

支              出
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  収      入 (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

1 下水道事業収益 962,198 916,012 46,186

1 営業収益 347,001 305,808 41,193

1 下水道使用料 346,573 305,385 41,188 下水道使用料 346,573 下水道使用料

2 その他の営業収益 428 423 5 手数料 427 排水管工事検査手数料ほか

雑収益 1 設計図書交付料

2 営業外収益 615,195 610,202 4,993

1 他会計補助金 416,117 413,354 2,763 一般会計補助金 416,117 一般会計補助金

2 国庫補助金 2,500 2,500 0 国庫補助金 2,500 公共下水道事業費補助金

3 長期前受金戻入 195,190 192,251 2,939 長期前受金戻入 195,190 長期前受金戻入 195,190

　国庫補助金 110,419

　他会計補助金 57,457

　受贈財産評価額 728

　受益者負担金 13,501

　その他長期前受金 13,085

4 資本費繰入収益 1,245 1,343 △ 98 資本費繰入収益 1,245 資本費繰入収益 1,245

　水道事業会計繰入金 1,245

5 雑収益 143 154 △ 11 その他雑収益 143 指定工事業者指定手数料ほか

△ 消費税及び地方消 0 600 △ 600 消費税及び地方消 廃目

費税還付金 費税還付金

3 特別利益 2 2 0

1 過年度損益修正益 1 1 0 過年度損益修正益 1 過年度損益修正益

2 その他特別利益 1 1 0 その他特別利益 1 その他特別利益

下水道事業会計予算実施計画及び各目明細書

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額
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  支      出   (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

1 下水道事業費用 903,067 934,877 △ 31,810

1 営業費用 812,324 843,412 △ 31,088

1 管渠費 14,832 16,469 △ 1,637 給料 4,584 職員給与費 7,870

手当 1,876 　一般職職員給与費 7,870

法定福利費 1,410 管渠維持管理費 6,962

備消耗品費 48 　管渠維持管理費 6,962

委託料 5,000

手数料 95

賃借料 14

修繕費 1,300

路面復旧費 500

材料費 5

2 ポンプ場費 18,651 18,578 73 給料 3,522 職員給与費 6,455

手当 1,862 　一般職職員給与費 6,455

法定福利費 1,071 ポンプ場維持管理費 12,196

光熱水費 237 　ポンプ場維持管理費 12,196

通信運搬費 951

委託料 3,973

修繕費 3,800

動力費 3,235

3 流域下水道維持管理 302,558 332,475 △ 29,917 負担金 302,558

費 302,558

　 302,558

4 総係費 28,642 25,796 2,846 給料 4,086 職員給与費 11,037

手当 1,705 　一般職職員給与費 11,037

賞与等引当金繰入額 1,989 営業業務費 17,605

法定福利費 1,123 　営業業務費 17,605

旅費 44

退職給与費 2,134

備消耗品費 44

款     項 目 比　　較
節

説　　　明
金    額

宮津湾流域下水道維持管理負担金

　宮津湾流域下水道維持管理負担金
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  (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

光熱水費 76

印刷製本費 4

通信運搬費 60

委託料 16,080

手数料 170

賃借料 354

研修費 15

会費負担金 175

保険料 51

貸倒引当金繰入額 500

雑費 32

5 減価償却費 447,243 446,826 417 有形固定資産減価 343,678 有形固定資産減価償却費 343,678

償却費 　構築物 314,173

　機械及び装置 29,491

　工具器具及び備品 14

無形固定資産減価 103,565 無形固定資産減価償却費 103,565

償却費 　施設利用権 103,565

6 資産減耗費 398 3,268 △ 2,870 固定資産除却費 398 資産除却、減耗費 398

　資産除却、減耗費 398

2 営業外費用 84,741 85,463 △ 722

1 支払利息及び企業 76,671 85,393 △ 8,722 企業債利息 75,171 支払利息 76,671

債取扱諸費 借入金利息 1,500 　企業債利息 75,171

　借入金利息 1,500

2 消費税及び地方消 8,000 0 8,000 消費税及び地方消 8,000 消費税及び地方消費税 8,000

費税 費税 　消費税及び地方消費税 8,000

3 雑支出 70 70 0 その他雑支出 70 営業外活動雑費 70

　営業外活動雑費 70

説　　　明款     項 目 比　　較
節

金    額
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  (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

3 特別損失 2 2 0

1 過年度損益修正損 1 1 0 過年度損益修正損 1 過年度損益修正損 1

　過年度損益修正損 1

2 その他特別損失 1 1 0 その他特別損失 1 その他特別損失 1

　その他特別損失 1

4 予備費 6,000 6,000 0

1 予備費 6,000 6,000 0 予備費 6,000 予備費

説　　　明
金    額

款     項 目 比　　較
節
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   収      入 (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

1 資本的収入 395,552 446,104 △ 50,552

1 企業債 246,300 301,800 △ 55,500

1 下水道事業債 246,300 301,800 △ 55,500 公共下水道事業債 185,200 公共下水道事業債 　

流域下水道事業債 61,100 流域下水道事業債

2 負担金 6,871 6,302 569

1 負担金 6,871 6,302 569 受益者負担金 576 受益者負担金

水道事業会計負担金 6,295 水道事業会計負担金

3 補助金 142,381 138,002 4,379

1 他会計補助金 142,381 138,002 4,379 一般会計補助金 142,381 一般会計補助金

   支      出 (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

1 資本的支出 746,683 785,052 △ 38,369

1 建設改良費 86,546 96,654 △ 10,108

1 公共下水道費 34,697 46,889 △ 12,192 給料 4,212 職員給与費 8,384

手当 2,719 　一般職職員給与費 8,384

法定福利費 1,453 公共下水道整備事業 26,313

備消耗品費 500 　公共下水道整備事業 26,313

燃料費 209

印刷製本費 42

賃借料 462

工事請負費 25,100

2 流域下水道費 51,849 49,765 2,084 負担金 51,849 宮津湾流域下水道建設負担金

51,849

　宮津湾流域下水道建設負担金

　 51,849

説　　　明

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款     項 目 比　　較
節

金    額

説　　　明
金    額

款     項 目 比　　較
節
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  (単位：千円）　　

本　年　度 前　年　度

予　定　額 予　定　額 区　　分

2 企業債償還金 654,317 682,578 △ 28,261

1 企業債償還金 654,317 682,578 △ 28,261 元金償還金 654,317 企業債元金償還金 654,317

  企業債元金償還金 654,317

3 他会計借入金 4,820 4,820 0

償還金 1 他会計借入金償還金 4,820 4,820 0 元金償還金 4,820 一般会計借入金元金償還金 4,820

  一般会計借入金元金償還金

4,820

4 予備費 1,000 1,000 0

1 予備費 1,000 1,000 0 予備費 1,000 予備費

款     項 目 比　　較
節

金    額
説　　　明
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（ 単位： 円 ）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 72,418,000

減価償却費 447,243,000

固定資産除却費 398,000

賞与引当金の増減額（△は減少） 0

長期前受金戻入額 △ 195,190,000

支払利息 76,671,000

未収金の増減額（△は増加） △ 1,073,800

未払金の増減額（△は減少） 8,000,000

預り金の増減額（△は減少） 0

　小　　計 408,466,200

利息の受取額 0

利息の支払額 △ 76,671,000

　業務活動によるキャッシュ・フロー 331,795,200

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 32,288,000

無形固定資産の取得による支出 △ 47,136,000

投資活動による未収金等の増減額（△は増加） 0

投資活動による未払金等の増減額（△は減少） △ 7,320,000

長期前受金の受け入れによる収入 142,957,000

他会計からの貸付金の回収による収入 6,294,781

　投資活動によるキャッシュ・フロー 62,507,781

令和６年度  下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 287,800,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 654,316,035

その他の他会計借入金の返済による支出 △ 4,820,000

　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 371,336,035

22,966,946

48,573,115

71,540,061

資 金 増 加 額

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高

下 水 10



令和7年3月31日

（ 単位： 円 ）

１ 固定資産

（１）

ア 16,903,270,807

6,423,564,359 10,479,706,448

イ 485,328,475

372,466,493 112,861,982

ウ 1,420,230

1,349,219 71,011

エ 1,110,810

926,542 184,268

オ 695,000

10,593,518,709

（２）

ア 2,534,891,541

2,534,891,541

（３）

ア 110,645,489

110,645,489

13,239,055,739

２ 流動資産

（１） 71,540,061

（２） 34,157,300

ア △ 500,000 33,657,300

（３） 21,366

（４） 6,928,926

112,147,653

13,351,203,392資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

短 期 貸 付 金

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

投 資

長 期 貸 付 金

投 資 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

令和６年度  下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額
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３ 固定負債

（１） 7,469,239,364

（２） 33,740,000

7,502,979,364

４ 流動負債

（１） 643,702,075

（２） 4,820,000

（３） 23,060,000

（４） 2,684,000

ア 2,684,000

674,266,075

５ 繰延収益

（１） 9,828,825,384

（２）長期前受金収益化累計額 △ 3,702,425,929

6,126,399,455

14,303,644,894

６ 剰余金

（１）利益剰余金

ア 952,441,502

△ 952,441,502

△ 952,441,502

△ 952,441,502

13,351,203,392

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

利 益 剰 余 金 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

他 会 計 借 入 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

他 会 計 借 入 金

負 債 の 部

企 業 債

下 水 12



令 和 ５ 年 度   下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）

（ 単位： 千円 ）

１

（１） 277,623

（２） 423 278,046

２

（１） 15,691

（２） 17,467

（３） 302,250

（４） 24,527

（５） 446,826

（６） 3,268 810,029

531,983

３

（１） 413,354

（２） 2,500

（３） 192,251

（４） 1,343

（５） 154 609,602

４

（１） 85,393

（２） 64 85,457 524,145

7,838

雑 支 出

経　常　損　失

国 庫 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

資 本 費 繰 入 収 益

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

営　業　損　失

営 業 外 収 益

他 会 計 補 助 金

ポ ン プ 場 費

流 域 下 水 道 維 持 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

総 係 費
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５

（１） 1

（２） 1 2

６

（１） 1

（２） 1 2

7,838

1,017,022

0

1,024,860

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 損

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

前 年 度 繰 越 欠 損 金

そ の 他 未 処 分 利 益 剰 余 金 変 動 額

特 別 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益
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令和6年3月31日

（ 単位： 円 ）

１ 固定資産

（１）

ア 16,871,514,807

6,109,525,359 10,761,989,448

イ 485,328,475

342,975,493 142,352,982

ウ 1,420,230

1,349,219 71,011

エ 1,110,810

912,542 198,268

オ 695,000

10,905,306,709

（２）

ア 2,591,320,541

2,591,320,541

（３）

ア 117,574,415

117,574,415

13,614,201,665

２ 流動資産

（１） 48,573,115

（２） 33,083,500

ア △ 500,000 32,583,500

（３） 21,366

（４） 6,294,781

87,472,762

13,701,674,427

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

短 期 貸 付 金

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

投 資

長 期 貸 付 金

投 資 合 計

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

車 両 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

工 具 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

令和５年度  下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

資 産 の 部

有 形 固 定 資 産
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３ 固定負債

（１） 7,825,141,439

（２） 38,560,000

7,863,701,439

４ 流動負債

（１） 654,316,035

（２） 4,820,000

（３） 22,380,000

（４） 2,684,000

ア 2,684,000

684,200,035

５ 繰延収益

（１） 9,685,868,384

（２）長期前受金収益化累計額 △ 3,507,235,929

6,178,632,455

14,726,533,929

６ 剰余金

（１）

ア 1,024,859,502

△ 1,024,859,502

△ 1,024,859,502

△ 1,024,859,502

13,701,674,427

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資 本 の 部

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

他 会 計 借 入 金

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債

負 債 の 部

企 業 債

他 会 計 借 入 金
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注記

Ⅰ.重要な会計方針
1 　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　○○原価法による先入先出法
2 　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く。）
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　構築物 ８年～50年
　機械及び装置 ６年～20年
　車両運搬具 ２年～５年
　工具器具及び備品 ２年～15年

(2) 無形固定資産
・減価償却の方法 　定額法による。
・主な耐用年数
　施設利用権 50年

3 　引当金の計上方法
(1) 賞与引当金

(2) 貸倒引当金
債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見込額を計上している。

4 　消費税及び地方消費税の会計処理
　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。

Ⅱ.その他の注記
1 　引当金の取り崩し

(1) 賞与引当金
　　当年度において期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費を支給するため、賞与引当金2,684,000円を取り崩す予定で
　ある。
(2) 貸倒引当金
　　当年度において下水道使用料及び公共下水道事業受益者負担金を不納欠損するため、貸倒引当金500,000円を取り崩す予定である。

　　職員の期末手当及び勤勉手当の支給及びそれらに係る法定福利費の支出に備えるため、当年度における支給見込額に基づき、当年度の
　負担に属する額を計上している。
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給　　与　　費　　明　　細　　書

　　　１　総　　括

ア　会計年度任用職員以外の職員

備　　　考

法　定

区　　　分

職 員 数

(人) (人) (千円) (千円) (千円)

特別職 一般職 報　酬 給　料 手当等 計 福利費 合　計

給　　与　　費

(千円) (千円) (千円)

本　年　度

損益勘定支弁職員 3 12,192 9,231 21,423 3,939 25,362

資本勘定支弁職員 1 4,212 2,719 6,931 1,453 8,384

合　　計 4 16,404 11,950 28,354 5,392 33,746

前　年　度

損益勘定支弁職員 3 12,034 8,876 20,910 3,843 24,753

資本勘定支弁職員 1 4,200 2,616 6,816 1,489 8,305

合　　計 4 16,234 11,492 27,726 5,332 33,058

比　　　較

損益勘定支弁職員 0 158 355 513 96 609

資本勘定支弁職員 0 12 103 115 △ 36 79

合　　計 0 170 458 628 60 688

・

手

当

等

の

内

訳

・

区　分

扶　養 住　居 通　勤 単身赴任 特殊勤務 時 間 外 宿日直 管理職 管理職員特別 期　末 勤　勉 退職手当

手　当 手　当 手　当 手　　当 手　　当 勤務手当 手　当 手　当 勤 務 手 当 手　当 手　当 組合負担金

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) 

本年度 540 442 2,130 2,134

前年度 540 442 3,314 2,954

3,654 3,050

0

2,130

340 96 22

2,112

比　較 0 0
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       ２ 給料及び手当等の増減額の明細（会計年度任用職員以外の職員）

増 減 額
（千円）

給　　料 170  その他の増減分 　その他の増減

 比　較　 　 0　　　　   0　　  0

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳 説                  明 備                           考
（千円） （千円）

170 170  職員数の異動状況

（現に在職する職員数）（その他）（計）

 本年度　　  4人　　　   0人　  4人

 前年度　　  4　　　　   0　　  4
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増 減 額
（千円）

手 当 等 458  その他の増減分 　期末 〃

　勤勉 〃

　退職手当組合負担金

区　　分 増 減 事 由 別 内 訳 説                  明 備                           考
（千円） （千円）

340 458 

96 

22 
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       ３ 給料及び手当の状況（会計年度任用職員以外の職員）

　　　　　　（１） 職員１人当たりの給与

行 政 職

平均給料月額（円） ３４３,２２５

平均給与月額（円） ３９５,５２０

平 均 年 齢（歳） ５０.０５

平均給料月額（円） ３３９,７７５

平均給与月額（円） ４０１,００４

平 均 年 齢（歳） ４９.０５

　　　　　　（２） 初 任 給

行 政 職 一般会計の制度

（円） 行 政 職（円）

高　　校　　卒 １６６,６００ １６６,６００

短　　大　　卒 １７９,１００ １７９,１００

大　　学　　卒 １９６,２００ １９６,２００

区　　　　　　　　　分

　６年 １ 月 １ 日現在

　５年 １ 月 １ 日現在

区　　　　分
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       （３）　級　別　職　員　数

級 構成比(％)

１

２

３ ７５.０ △１人 　転出△２人（上山栄、小牧宗）

４ ２５.０ 　転入　２人（木本、石川由）

５ 　退職△１人（小林）

６

計 １００.０

       （級別の標準的な職務内容）

４　級 ５　級 ６　級

課長補佐
係　長

主任専門員
主　任

課　長
部　長
次　長

区　分
６年１月１日現在 ５年１月１日現在

級 職員数(人) 構成比(％) 職員数(人)

行

政

職

１

２

３ ３ ７５.０ ３

４ １ ２５.０ １

１　級 ２　級 ３　級

５

６

行政職 主　事 主　事
主　任
主　査

計 ４ １００.０ ４

区　分
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         （４） 昇　給

 職　　 員　 　数（Ａ）　（人）

 昇給に係る職員数（Ｂ）　（人）

 比　率（Ｂ）／（Ａ）　　（％）

         （５） 期末手当・勤勉手当

４.５０

４.４０

４.５０

         （６） その他の手当

区　　　　　　分
行　政　職

本　年　度 前　年　度

４ ４

２ ２

 号給数別内訳

　１号給（人）

　２号給（人）

　３号給（人）

　４号給（人） ２ ２

５０.０ ５０.０

区　　　　　分
支　給　期　別　支　給　率

支給率計（月分）
職 制 上 の 段 階 、 職 務 の
級 等 に よ る 加 算 措 置

備　　考
６月（月分） １２月（月分）

本　　年　　度 ２.２５０ ２.２５０ 有

前　　年　　度 ２.２００ ２.２００ 有

一般会計の制度（支給率等） ２.２５０ ２.２５０ 有

区　　　　　　　　分 一般会計制度との異同

扶　　養　　手　　当 同

住　　居　　手　　当 同

通　　勤　　手　　当 同
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